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　東日本大震災後の混乱期に誕生し被災地あるいは避
難の中で乳幼児期を過ごした子どもの心理的発達を継
続的に調査し適切な支援を提供するする「みちのくこど
もコホート」の調査結果の中から、本発表では主に保子
どもの発達とメンタルヘルスに関する結果を報告する。
本研究は東京医科大学倫理委員会等の承認を得て行っ
ており、調査内容に関する利益相反はない。
　子どものメンタルヘルスについて、子ども自身への認知
発達検査（WPPSI、WISC、PVT-R、K-ABCⅡなど）、
子ども自身の評価（DSRS-C、SCAS）、保護者からの評
価（CBCL、SDQなど）、保育園職員や教員からの評価
（TRFなど）、などを用いて評価を続けてきている。
　まず協力いただいてきた220名（2016年のベースライ
ン調査時）以上の子ども達、その保護者の方々、保育園
や幼稚園、小学校の教職員の皆様に心から感謝申し上
げたい。また地域の教育委員会や行政の方のご協力も甚
大であり、こちらも併せて心からの感謝を申し上げたい。
ベースライン調査時（2016）には、子どもの認知発達およ
び語彙発達については、被災3県同様に遅れが見られ懸
念されたものの、その後の順調な回復と成長発達を遂げ
てくれている。子ども達の抑うつ・不安症状については臨
床域の子も多く、まだ支援が必要であり、震災の影響は
遷延していると考えられる。また認知発達も精神症状も
発達障害特性があると、回復が遅れる可能性があるこ
と。災害支援において、発達障害特性への着目や支援は
重要であると考えられた。
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【目的】
今後の大規模自然災害時の有効かつ効果的な親子への
支援体制の構築に寄与することを目指し、被災後1年以
内に出生した子どもとその保護者を対象に、その妊娠時
期に着目し、子どもの行動上の問題との関連を明らかに
すること目的とした。
【方法】
「東日本大震災後に誕生した子どもとその家庭への縦
断的支援研究」のベースラインデータを解析した。岩手、
宮城、福島の被害甚大地域の保育所で、震災後1年以内
に出産し育児を行なった保護者とその子ども196組、392
名を対象とした。妊娠時期により、震災時妊娠していな
かった非妊娠群（N＝52）、妊娠１～３ヶ月を妊娠初期群
（N＝42）、４ヶ月以降を妊娠中期/後期群（N＝102）に
区分し解析した。①震災時の保護者の環境要因、②産後
うつ、③5年後の保護者の精神健康、④5年後の子ども
の行動上の問題のそれぞれの関連について仮説モデル
を立て、妊娠時期による関連の違いを検討した。
【結果】
子どもの行動上の問題と妊娠時期の関連では，親評価の
CBCL総得点，外向尺度得点，「ひきこもり」「社会性の問題」
「注意の問題」「攻撃的行動」、SDQのTDSと「多動」「向社
会性」で有意差を認めた。保育士評価のTRF総得点，外向
尺度得点，「社会性の問題」「注意の問題」、SDQのTDSと
「多動」で有意差を認めた。結果として、妊娠初期群で他の
2群と比較して子どもの行動上の問題の程度が低かった。
また、妊娠時期により仮説モデルでの関連は異なっていた。
5年後の子どもの行動上の問題との関連では、非妊娠群では
保護者の環境要因（世帯収入）と関連していた。妊娠中期/
後期群では保護者の環境要因と産後うつが5年後の保護者
の精神健康（不安・抑うつ）に関連し、さらに5年後の子ども
の行動上の問題と関連していた。また、妊婦の小児期逆境体
験と産後うつの関連はすべての群で認められた。
【考察】
大規模災害時の妊娠時期により、のちの行動上の問題の
有意差、様々な要因との関連性の違いが認められたこと
は、大規模災害時の妊娠時期に着目することの重要性を
示唆している。妊娠時期に着目した支援体制を構築する
ことができれば、よりニーズに即した適切な支援を選
択・提供することに寄与するものと考えられた。
＊本研究は所属の倫理委員会で承認を得ており、データ
　処理にも個人が特定されないよう配慮している。
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わが国における小児医療体制の全体像：
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　小児救急医療は医療法に基づく医療計画の中で5事
業の一つと位置づけられ、いわゆる政策医療分野の一
つとして、公的な仕組みによる整備が求められる領域
である。
厚労科研「小児科医師確保計画を踏まえた小児医療の
確保についての政策研究（研究代表：吉村健佑）」は、
小児医療提供体制についてアクセスに留意しつつ限ら
れた小児医療資源を最適に配置する医療提供体制お
よび小児医療に関する専門医の配置を最適化・効率化
するために、小児科医師確保計画に関する課題整理を
行う目的で組織され、2020年度より3年間の予定で活
動してきた。
2020年度は47都道府県における小児科医師確保計画
を精査し、ガイドライン遵守状況、各都道府県の独自政
策を調査し成果を示した。
続いて2021年度は、厚労省「医療計画の指針」および
日本小児科学会「小児医療提供体制に関わる事業」の
示す医療機能について整合をとることを目指し、各医
療機関の診療体制と診療実績を定量的に把握するため、
全国約900の医療機関を対象に実態調査を実施した。
その結果約65％の医療機関より回答を得ることができ、
これらを集計・分析することで日本の小児急性期医療
体制の全体像を知ることが期待される。
本発表では前述の調査の結果を示すとともに、現存す
る小児医療資源に即しながら、今後の小児医療提供体
制のあり方について議論することを試みる。
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　名寄市立総合病院小児科（以下、名寄小児科）と市立
士別総合病院（現士別市立病院）小児科（以下、士別小
児科）は平成19年4月に士別小児科の3名が名寄小児科
に異動する形で集約化を施行した。
　集約化以前、士別小児科は3名体制、名寄小児科は4
名体制で、両小児科とも時間外診療は当番制で、必要時
に全科当直医からのオンコール体制で、入院診療が可能
だった。
　集約化以降、名寄小児科は士別小児科の3名を合わせ
て7名体制となった。名寄小児科は小児科医のみで日当
直を組み、24時間体制の小児医療を確立した。士別小
児科は小児科常勤医がいなくなり、平日の外来診療のみ
名寄小児科から派遣する体制となり、夜間・休日などの
時間外診療および入院診療はすべて名寄小児科で行う
体制となった。士別市の救急車は日中も含めすべて名寄
小児科に直接搬送することになった。
　集約化から17年経過した現在、集約化以前の状況を
知る者は医療者側も患者側もほとんどいなくなり24時間
体制の小児医療が当たり前になっている。さらに、名寄
以北に常勤の小児科医がいて入院可能な病院は市立稚
内病院だけで、名寄からの道のりは約170㎞である。その
ため、名寄小児科の事実上の医療圏は二次医療圏である
上川北部（2市5町1村、面積4197km<SUP>2</SUP>）
だけでなく、宗谷南部・留萌北部・遠紋北部（９町１村、
面積4742km<SUP>2</SUP>）に及んでいる。合計の
面積は8939km<SUP>2</SUP>で東京都と神奈川県
と埼玉県の面積の合計（8408km<SUP>2</SUP>）と
ほぼ同じである。
　ただ、この地域の15歳未満の小児人口は2020年の国
勢調査の結果から9210人であり、名寄小児科の事実上
の医療圏は、面積では北海道の約1割を占めているが、
小児人口では1.7％である。
　今後さらに小児人口が減少し、2030年は2020年の約
7割、2040年は2020年の約半分になると予測されている。
このような状況の中で、現在の小児医療体制をいかに維
持していくかが今後の課題である。
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